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財政部が公表
CFC制度の低課税国・地域の最新参考リスト

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は 2 ⽉ 4 ⽇付で、CFC 制度における低課税国・地域の最新参考リストを公
表しました。今般公表された国または地域に変更はなく、引き続き下記リスト内容及び
規定により取り扱われます。
台湾の営利事業または個⼈が、低課税国・地域の関係会社の株式または資本額

を直接もしくは間接に 50％以上保有する場合、または重要な影響⼒を有する場合、
営利事業は投資収益を認識し、個⼈は営利所得（基本所得額）を計算して課税す
るものとされます。
⼀、 「営利事業の被⽀配外国法⼈所得認識適⽤弁法」及び「個⼈の被⽀配外国

法⼈所得計算適⽤弁法」（以下総称して「CFC 弁法」）の第 4 条第 1 項第 1
号の規定に基づき、アンギラ（Anguilla）等 31の国・地域が営利事業所得税の
法定税率 14％未満の国・地域として列挙されています。

⼆、 CFC 弁法第 4 条第 1 項第 2 号の規定により、ベリーズ（Belize）等 48 の国
（地域）が国内源泉所得のみに課税し、国外源泉所得は⾮課税、または実際
に送⾦された時に初めて課税する国・地域として列挙されています。

三、 各国または地域が CFC弁法第 4条第 2項の規定に該当し、特定地域または特
定類型の企業に対して特定の税率または税制を提供しているか否かは、案件ごと
に、事実に基づき個別に判断するとされています。



勤業衆信の⾒解
⼀、CFC制度は 2023年度より施⾏されており、財政部は各国・地域の税負担及び

税率に関する法令の動向に応じて、低課税国・地域の参考リストを適宜調整
し、各界の運⽤に供しています。営利事業または個⼈は毎年、投資する国外企
業が低課税国・地域に属し、かつ直接または間接にその⽀配下にあるかを取締
役の構成や経営決定権などの実質的な⽀配⼒も総合的に考慮し、確認する
必要があります。CFC に該当すると判断した場合、所得税法第 71 条の規定に
従い、確定申告の際に、営利事業は投資収益を認識し、個⼈は営利所得
（基本所得額）を計算して課税するものとされます。

⼆、上述のリストはあくまで参考であり、リスト以外の国・地域が、例えば特定地域ま
たは特定類型の企業に対してより低い税率または優遇税制を提供しているな
ど、CFC 弁法第 4 条が規定する状況に該当するかは、当該国・地域の実際の
状況に基づいて認定する必要があります。

三、特に留意頂きたいのは、CFC 会社が⾚字である、または配当を受け取っていない
場合でも、申告や書類準備が不要というわけではない点です。近年、申告して
いない、または申告時にCFC財務報告を添付していないことにより、税務当局か
ら⽋損控除の適⽤を否認される事例が多数⾒られます。納税者は早めに準備
を進め、期限内にオンラインまたは書⾯で書類提出することが推奨されます。
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